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１　概要 

前回の総合教育会議の中で、「函南町の取り組みと今後の方向性」として、以下３点に

ついて示している。 

 

２　報告 

　① 中学校の校内教育支援センター（ステップルーム）の整備拡充について 

（１）国・県の動向 

　　●文部科学省の「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策（COCOLOプラン）」

（令和５年3月） 

　　【主な取組】校内教育支援センターの設置促進 

・学校で、安心して、心を落ち着ける場所 ＝ “居場所” 

 

 

 

 

 

 

●【こども家庭庁】こどもの自殺対策に関する関係省庁連絡会議(第８回)  

(令和７年1月31日)　 　　　　　　　　　　　　　　【参考資料別紙(３)ウ－１】 

    【誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校・いじめ対策等の推進】 

①不登校児童生徒の学びの場の確保の推進 

・校内教育支援センター（SSR）支援員の配置（2,000校）【新規】 

→SSRを拠点として、不登校傾向等にある児童生徒の学習支援や相談支援を行う 

    【不登校対策COCOLOプラン関連事業】 

校内教育支援センターの設置促進 

・校内教育支援センター支援員の配置【新規】4億円 

 

   ●【静岡県】令和７年度当初予算主要事業（令和７年２月10日） 

【児童・生徒サポート関連事業】 

・校内教育支援センターへの支援員配置に対する助成（新規） 

 

 

 

 

 

 
児童生徒の不登校対策について（報告）

 ① 中学校の校内教育支援センター（ステップ・ルーム）の整備拡充 

② 小学校への校内教育支援センターの設置 

③ 小さなSOSを把握する「心の健康観察」の試験実施や導入検討

[校内教育支援センター] （COCOLOプラン一部抜粋） 

・「学校には行けるけれど自分のクラスには入れない時や、少し気持ちを落ち着かせて 

リラックスしたいときに利用できる、学校内の空き教室等を活用した部屋」 

・（支援員が）「児童生徒のペースに合わせて相談に乗ってくれたり学習のサポートをしてく

れたり」する場所 

(単位:千円)
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小学校・中学校におけるステップ・ルームには専門の支援員配置が必要であり、国・県

段階でもその配置に対し、令和７年度の予算において、 財政的支援をすることを明言し

ている。 

ステップ・ルームの第一義は、「学校で、安心して、心を落ち着ける場所＝居場所」と

いう定義がなされている。その条件を満たす中で一人ひとりの学びが保障されていく。こ

のような意味からも、配置される支援員の役割は大きいものがある。 

 

（２）勤務時間数増の必要性 

ステップ・ルームに通室する生徒の登校時間帯は、8:00から始まる。下校する時間帯は、

14:30～15:00であり、通常の学校生活時間とほぼ同一となる。「学校で、安心して、心を

落ち着ける場所＝居場所」とするためには、「朝、信頼できる支援員の顔を見て落ち着き、

また、昼の給食を一緒に食べながら談笑し、退室する際に温かく送り出してもらえる」、

このルーティーンがステップ・ルームを利用する生徒にとって最も重要となる。そのため

に、支援員の勤務時間は、最低でも、６時間は必要となる。 

 

令和７年度のステップ・ルーム設置校の支援員配置については、今年度の【４時間勤務】

から【６時間勤務】へと拡充した。今後はより一層、学校、函南町教育支援センターと緊

密な連携をとりながら、効果的に活用していきたい。 
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② 小学校への校内教育支援センターの設置について 

前回の総合教育会議の中で、「中学校におけるステップ・ルームの利用生徒・保護者か

らは肯定的な意見が多く、これら取組を参考に小学校でも校内教育支援センターの実践

を展開していきたい。まずは、田方地区最大の児童数を抱える函南町立東小学校への校

内教育支援センターの設置を目指す。」とした。 

函南町教育支援センターを中心に、令和７年度の東小学校への設置を目指し、以下の

通り取り組んだ。 

 

東小学校へのステップ・ルーム新設の進捗状況 

 
経過時期 実施項目 実施内容

 R6.3 

　 

　

■前年度までの準備 

　 

　

●今後の児童数・学級数の推移の確認 

●利用児童の出入り等に配慮したステッ

プ・ルーム設置候補教室の選定 

●教職員に「令和７年度より東小学校にステ

ップ・ルームを設置する」ことを明言

 R6.4 

　 

　 

　 

　

■管理職研修Ⅰ ●函南町教育支援センターの支援を受け、

「ステップ・ルーム設立のための準備計画」

（下記内容）を立て実施

 ※新年度における準備

内容の確認、及び、ステ

ップ・ルーム設置に向け

た「教職員の年間研修計

画」作成 

　

【教職員の研修】

 ①６月２４日(月)～７月１７日(水) 

　東中学校ステップ・ルーム見学

 ●東中学校ステップ・ルームの見学を実施 

・管理職を含め、全職員が見学に分散形式で

参加。運営状況、環境整備に関する情報収集

を行った。 

・全職員が見学したことで、「ステップ・ム

ルーム」が東小に必要であるという職員の意

識改革に繋がった。

 R6.7 ■教室環境整備 

　

②７月２６日(金) 

　東小・夏季職員全体研修実施

 ●函南町教育支援センター長、センター指導

主事による講義 

・具体的なステップ・ルームにかかわる法的

背景、及び、函南中・東中の現状における成

果と課題等について理解を深めた。

 R6.9　 

　 

　 

　 

　 

③９月２５日(水) 

　先進校視察(代表１名)

 ●岐阜市立草潤中学校見学 

・職員の意識改革の必要性等について環流研

修を実施した。
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　　試験開放ながらに利用児童・保護者からも好意的な声が聞かれ、不登校児童解消に向

けて、一定の効果がみられた。一方で、今後少子化が一層進む社会状況の中、教員・支

援員が不足したまま運営しなくてはならない学校も出てくることが想定される。 

町内他小学校への横展開については、利用児童・保護者のニーズと教職員の研修体制、

学校現場の状況等を十分考慮し、慎重に検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 R6.9 ■ステップ・ルーム試験

開放

●ステップ・ルーム試験開放 

・東小ステップ・ルームの試験開放開始

 ※開放した9月から2月

初旬まで児童の試験的

利用 

　 

　

①登校渋り児童 A。 

　担任の声かけにより利用開始する。 

②夏季休業明けから登校滞り傾向児童 B。 

　以後、連続して休むことがなくなった。 

③完全不登校児童 C。 

　週１回放課後来校し担任と交流。１月より

ステップ・ルームに通室するようになる。 

・様々な背景をもつ数名の児童が不定期では

あるが、ステップ・ルームと関わりを持つよ

うになる。

 

 

 R6.11 ■管理職研修Ⅱ ●函南町教育支援センター長、センター指導

主事による管理職研修 

・１１月１４日(木）に、具体的な「ステッ

プ・ルーム運営方針」等について、改正原案

を基に管理職研修実施した。

 R7.2 ■管理職研修Ⅲ ●ステップ・ルーム周知に関する協議実施 

・２月２０日(木)に、管理職、養護教諭、不

登校担当等と函南町教育支援センターで、新

年度へ向け、ステップ・ルームの内容周知に

関する協議を実施した。

 R7.3 

（予定）

■新年度体制への周知 ●ステップ・ルームの設置意図等の周知 

・３月２５日(火)の「田方地区教職員一斉移

動」を活用し､東小学校の新体制発表の後、

全教職員に「ステップ・ルーム」の設置の意

図等を周知し、共通認識を図る。

東小学校　ステップ・ルーム内 様子（試験開放）
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③ 小さなSOSを把握する「心の健康観察」の試験実施や導入検討について 

　文科省では、児童生徒の心や体調変化の早期発見のため「１人１台端末を活用した心の

健康観察」の導入を推進している。また、１人１台端末を活用した児童生徒の学校生活を

支援するツールの整備に必要な経費を踏まえて地方財政措置が講じられることとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

函南町においても、１人１台端末を活用した「心の健康観察」を実施、または試験運用

する学校が出てきている。 

国や県の動向を注視しながら、今後も効果的な活用・実践について、学校間で情報共有

しながら、不登校未然防止に力を入れ、目の前の児童生徒が「安心できる居場所づくり」

「登校し続けられる魅力的な学校づくり」の重要性を再認識し、今後も子どもに寄り添っ

た支援を行っていく。 

「１人１台端末を活用した健康観察・教育相談システム一覧」（令和５年２月）一部抜粋



参考資料
（３）ウ―1












